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地震被害調査資料に基づく地震リスク評価

藤堂 正喜*1

千葉   脩*1
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概        要
　本報告は、デユーデリジェンス業務に応用することができる、地震損傷度曲線（フラジリティカーブ）の評価とそれと
補修費用を組み合わせた地震損失曲線（ロスカーブ）の評価例を示したものである。この結果と地震動強さの年超過確
率曲線（ハザードカーブ）を組み合わせれば地震リスク曲線を評価できる。これの年超過確率が1/475となる期待損失額
が予想最大損失額（PML)と呼ばれる、対象建物の地震リスク指標である。
　入力地震動強さと建物損傷確率の関係を表す損傷度曲線の評価は、兵庫県南部地震等による被害率と既存建物の耐震
性能指標Is値の統計資料に基づいて行った。この評価方法を用いて実被害率を推定できることを示した。
　耐震性能が保有耐力と安全限界変形によって表される新建築基準法の限界耐力計算に基づく場合についても、設計用
応答スペクトルと応答評価法に基づいて損傷度曲線を求めることができる係数設定方法を示した。
　損失曲線とリスク曲線の評価に用いる損傷モードに対する補修費用は、実被災建物の補修に要した費用を参考に、対
象建物の構造躯体・仕上げ・設備等の耐震性と再調達価格に基づいて設定する必要がある。

EVALUATION OF SEISMIC RISK OF BUILDINGS
BASED ON ACTUAL EARTHQUAKE  DAMAGE INVESTIGATIONS

    This paper presents the evaluation procedure of fragility curve and an example of seismic loss curve combined with repair cost (or
loss cost) to earthquake damage, that can be applied for the due-diligence of buildings. The seismic risk curve is evaluated by the
combination of loss curve with seismic hazard curve. The so-called provable maximum loss (PML) means the expected  loss money at
the annual exceedance probability of 1/475 on the seismic risk curve.
    The fragility function, which implies the relationship between input earthquake motion intensity and damage probability, is determined
from the fitting analyses of damage rate calculated using the statistics of Seismic-index (Is) of existing buildings and actual inspected
ones due to the 1995 Hyogo-ken Nanbu earthquake and so on. The damage rate estimated by our fragility function is well compatible
with actual damage rate.
    The parameter is proposed as well to evaluate the fragility function based on the new Japan Building Code, in which the seismic safety
is verified through the conformity estimation of building’s performance expressed by  ultimate capacity strength and limit deformable
displacement against the seismic design response spectra.
    It is noted here for the evaluation of loss curve and risk curve that the repair cost applied should be determined on the basis of seismic
performance and re-construction cost of structures, finishs, equipments etc. with the reference of repair cost of actual damaged buildings.
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１．はじめに

　建築物のライフサイクルにおいて地震によっていかほ
どの損傷を生じ、修復にはいかほどの費用を要するかを
予想する地震リスク評価は、地震国であるわが国のライ
フサイクルコスト評価にとって重要である。
　本報告は、実地震による被害調査と耐震性能を表す尺
度の統計資料に基づいて、地震強さと損傷確率の関係を
表す地震損傷度曲線の評価を行ったものである。これと
損傷度ー修復費の関係、および地震生起確率を組み合わ
せれば、ライフサイクルコストが予想できる。この結果
はデユーデリジェンス業務に応用することができ、その例
も示す。

図-1　RC造建物の被害区分と特徴
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２．地震被害率と耐震性能指標

　建物の地震損傷度曲線を評価するために用いる、RC造
建物の地震被害率と既存建物の耐震性能指標分布を本章
に示す。
 (a)　地震被害率
　建物の地震被害の様相を表す代表的な区分の方法は、
無被害または軽微な損傷、小破、中破、大破および全壊
（または倒壊）の５区分とする表し方である（日本建築学
会、1980）。RC造建物の被害の特徴は図-1のように表さ
れている。
　低層RC造建物の地震による被害率としては、1968年十
勝沖地震による八戸や1978年宮城県沖地震による仙台卸
町付近における中破以上の被害率は 10% 程度であった
（中埜・岡田、1989）。
　1995年兵庫県南部地震によるRC造建物の被害率がまと
められている（日本建築学会、1997）。神戸市灘区、東灘
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図-2　1995年兵庫県南部地震による
RC造建物の被害率
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(b)　既存RC造建物の耐震性能指標
　建物の耐震性能を表す代表的な尺度は、耐震診断に用
いられている耐震性能指標Is値である。これの基本指標
Eoは強度指標C×靭性指標Fで評価される。
　既存建物のIs値分布を調査した結果、その頻度分布は
対数正規分布によって表せることが示されている（中
埜・岡田、1989）。すなわち、Is値の確率密度関数pIsは、
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λＩｓとζＩｓは、Isの自然対数ln(Is)の平均値と標準偏差
である。累積分布関数は次式となる。
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Φ[･〕は標準正規分布関数である。なお、λ、ζと算術平
均値μ、変動係数(COV）εとは次の関係にある。
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　中埜・岡田(1989）が静岡県内のRC造公共建築物につ

表-1　既存RC造建物Is値の統計量

 　階数 平均値 COV

3 0.723 0.512
4 0.638 0.469
5 0.543 0.477
6 0.486 0.447

3 0.983 0.428
4 0.868 0.393
5 0.739 0.399
6 0.661 0.374

3 1.197 0.352
4 1.057 0.323
5 0.900 0.328
6 0.805 0.307
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図-3　既存RC造建物のIs値分布

いて調査した第2次診断結果を(1)式で表して、Is値の平
均値μと変動係数(COV）としてそれぞれ0.855と0.532を
求めている。これらの建物は大半が2～ 4 階の学校建築
物で、1971年以前と1972年～1981年の建物は約2:1の
割合である。これによるIs値の頻度分布を図-3に示す。
　建築年代と階数に分けて、Is値分布の平均と変動係数
を求めた結果として表-1がある（損保算定会、1998）。年
代が新しく、また低層になるに従ってIs値の平均値が大
きくなっている。これらの結果で、3～6階の資料に図-
2の兵庫県南部地震による被害率資料の各階数建物の調査
建物数を重みとして用いて、3年代それぞれで新しく対数
正規分布のパラメータを求めて図化した結果が図-3であ
る。

３．既往資料に基づく地震損傷度曲線の評価

　建物固有の耐震性能を表す関係ともいえる、建物の損
傷率と入力地震動強さの関係を表すのが地震損傷度曲線
（フラジリティカーブ）である。ここでは多数の建物によ
る地震被害率と耐震性能指標の統計資料を用いるので、
ある確定的な建物を対象とする場合でも、無被害～倒壊
までの損傷モードがあるとして、それらの損傷となる確
率を評価する方法を示す。

(a) 地震損傷度曲線
　耐震性能指標があるIsと評価された建物が、強さAgの
地震動入力を受けたとき、損傷ランクd（前述の５区分の
損傷）以上の損傷を受ける確率Pdf(Is,Ag)は、Agを変数
とした対数正規分布で設定して、
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λd(Is)とζd(Is)はそれぞれ、あるIsの建物が損傷ラン
クd以上となる確率をln(Ag)で代換えして表したときの
対数値での平均値と標準偏差である。すなわち、ある地
震動入力Agを受けた場合、ζd(Is)を同じとすれば、λd

(Is)が大きいほど損傷確率Pdf(Is,Ag)が小さくなって建物
の耐震性能が高いことを表すことになる。
　λd(Is)は、必要Is値が入力地動加速度に比例して定ま

(2)

区の震度Ⅶ相当地域および中央区の全数調査結果を建築
年代（第1、2、3年代はそれぞれ1971年以前、1972年～
1981年および1982以後）および階数別にまとめられた3
階～10階建ての建物被害の結果（表3.3.3）を５区分の
被害率で表わすと図-2のようであった（残りが無被害ま
たは軽微）。第2年代では第1年代と第3年代の中間的な
被害率になる。これらの結果から、建築年代の新しい建
物ほど大きな被害を受けた建物比率が低下し、1981年に
施行されたいわゆる新耐震設計法（現行の許容耐力計算）
後の第3年代では倒壊率は非常に小さいこと、年代にか
かわらず階数が増えるほど被害率が大きくなること、等
の特徴があげられている。
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る関係にある（中埜・岡田、1989）ことを考慮して、代
表するIsoにおける対数平均λd(Iso)=ln(Agdo)を用いて、

( ) 





 ⋅=
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つまり、Agdo･Is/Iso は、Isの建物の損傷ランクがd以
上となる確率PdfがPdf=0.5となる地震動入力の強さAgを
表している。以下では、Iso=0.6とし、Agdoを代表Iso=0.6
の中央値と呼ぶ。また試算に基づいてζd(Is)=0.5 とす
る。
  損傷確率Pdfと建物の設計・建設年代との関係では、異
なるのは耐震性能Isの大小であり、Pdfのパラメータであ
るλd(Is)とζd(Is)は年代とは直接関係無く損傷ランクd
とIsのみによって定める。ここで、(2)式は(3)式の関係
から
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とAg/Agdoを変数として書き直すことができる。そこで3
つのIsの場合について損傷確率Pdfを図-4に示す。Agが
同一でも損傷ランクによってAgdoが変化するので損傷率
は異なる。
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図-4　基準化地震動強さと損傷率の関係

(b)　地震被害率資料を表せる中央値Agdoの設定
 　多くの建物調査による被害率の統計資料に対応する損
傷率（確率）の評価式を以下に表す。
　対象とする被害資料の建物総数をＮ、それら建物のIs
値の確率密度関数をpIs(Is)とすると、Isが[Is、Is+dIs）
の区間にある建物個数n(Is)は、

地震動Agを受けたとき、Isの建物が損傷ランクd以上と
なる建物個数は、損傷確率Pdf(Is,Ag)を用いて、

),()(),( AgIsPIsnAgIsn dfd ⋅=

従って、地震動Agを受けたとき損傷ランクd以上となる
建物の総数Nd(Ag)は、

 Is分布、PGAと損傷率の関係
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図-5　既存低層RC造建物Is値分布を考慮した
基準化地震動強さと損傷率の関係

dIsAgIsPIspNAgN dfIsd ⋅⋅⋅= ∫
∞

),()()(
0

損傷確率で表すと

dIsAgIsPIsp
N

AgN
AgP dfIs

d
d ⋅⋅== ∫

∞
),()(

)(
)(

0

(4)
図-3に示した3～6階の各建築年代における平均的なIs
分布を用いて、Pd(Ag)と Ag/Agdo の関係を求めると図-5
となる。これから、Agの増加とともに損傷率が増加する
こと、また同じ地震動Agの場合には小破以上、中破以上、
大破以上そして全壊と損傷率が小さくなるに従って(3)式
のAgdoが大きくなることを表している。

　今度は、用いる被害統計資料の対象地域内（建物総数
N）で地震動が[Agl、Agu]の範囲で確率密度pa(Ag)で分布
している場合を考える。全地域Sのうちで地震動が[Ag、
Ag+dAg)となる領域dS(Ag)は
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建物個数n(Ag)として表すと
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AgdSNAgn a ⋅⋅== )()()(

 [Is、Is+dIs）の建物で[Ag、Ag+dAg)の地震動を受けて、
損傷ランクd以上となる建物個数nd(Is,Ag)は
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従って、対象全領域で損傷ランクd以上となる損傷確率
は、
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　被害率資料に対して入力地震動強さを一定とする場合
には(4)式を、対象地域で地震動強さが分布しているとす
る場合には(5)式を用いて、被害率資料に対応する、(2)式
の損傷度曲線を表す中央値Agdoを求める。
　図-2の兵庫県南部地震による被害率を推定できる、小
破以上、中破以上、大破以上そして全壊の損傷に対応す
る、損傷度曲線の中央値Agdoを求めた。解析対象の被害
率は調査棟数を重みとした図-2の各年代の3～6階の平
均値である。入力地震動の分布は[400、600)galで一定の
確率密度、この地域の対象建物のIs 分布は図-3 の各年
代の分布と同一とした。各年代と各損傷毎にAgdoが求ま
るが年代間の差は小さいので 3 年代の平均値をとると、
小破以上、中破以上、大破以上そして全壊の損傷に対応
するAgdoの比率は約1:1.3:1.6:2である。
　これらの中央値Agdo と表 -1の年代毎、建物階数毎の
Is分布を用いて中破以上の被害率を推定した結果と実際
の被害率を図-6に比較した。Agdoを求める際は3～6階
の平均値を用いたが、各建物階数のIs分布を用いること
によって被害率の建物階数による差を良く表せるている
ことが分かる。

 中破以上の'95被害率と推定値の比較
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図-6　1995年兵庫県南部地震の実被害率
および損傷度曲線とIs 値分布による推定値

　上記は兵庫県南部地震による被害率を対象としたが、
他地震についても被害率を用いてAgdoを推定できる。こ
こでは、前述の十勝沖・宮城沖地震による被害率に対す
る推定も行った。これらの被害率を平均的に推定できる、
(2)式の損傷度曲線のための代表値としてのIs=0.6 に対
する中央値Agdoは表-2の値に設定する。

損傷度 小破 
以上 

中破 
以上 

大破 
以上 

全壊 
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表-2　 代表Is値(0.6)に対する中央値Agdo

４．限界耐力計算に基づく地震動強さと
　　建築物の損傷

 平成10 年に公布された改正建築基準法・同施行令・告
示における限界耐力計算に基づく地震動と建築物の応答、
耐力、損傷について検討する。なお、以下での諸数値は、
極めて稀な地震動に対する安全性検証を対象としたもの
とする。

(a)　限界耐力計算による応答と耐力
 　限界耐力計算における設計用の加速度応答スペクトル
SA(T)は、解放工学的基盤における標準加速度応答スペク
トル(h=5%)S0(T)に表層地盤の増幅率GS(T)を乗じて設定さ
れる。

)()()( 0 TSTGTS SA ⋅=

なお、正確には上記に地震地域係数Z(1～ 0.7)が乗じら
れる。
 大地震時における建築物の応答評価には、図-7のよう
に弾性領域を超えて応答するので、この剛性の低下と部
材のエネルギー吸収の効果を考慮する必要がある。等価
１自由度系に縮約された復元力特性では、最大応答変形
δmの降伏変形δyに対する塑性率μ(=δm/ δy）を用い
て表すと、（Qm、δm）点を通る原点からの割線剛性に対応
する等価周期Teq は(7)式となる。

(6)

)1(1 −+
=

µ
µ

yuy

eq
rT

T

ここで、Tyは降伏点に対応する周期、ryuは降伏後接線剛
性の降伏点割線剛性に対する比である。エネルギー吸収
については建築物の等価減衰定数h（履歴減衰）による加
速度低減率Fhを用いる。

(7)

h
Fh

101
5.1

+
= (8)

ここで減衰hは、次式である(以下では完全バイリニアを
例として、Df=μとする)。

25.0,05.0)/11( 11 =+−= γγ Dfh

以上の諸数値と有効質量　　を用いれば、必要耐力は (9)M

  

  δ m(=µδ y) 

Ko αyKo δ 

δ y  

Qy 

Q 

図-7　復元力特性と応答値
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図-8　 SA(T) -SD(T)スペクトルと応答値

式となる。

)( eqAun TSFhMQ ⋅⋅=

限界耐力計算では、上記の最大変形を安全限界変形に
とって、それに対応した必要限界耐力を建築物の保有耐
力が上回れば良いことになっている。
  (6)式で表される地震動に対する真の応答値は、仮定し
た最大変形δmと(9)式の必要耐力Qunの点（Qun、δm）が
丁度復元力特性上になるときであり、通常、繰り返し計
算によって推定することになる。この繰り返しを行わず
に求める方法が図解的な保有性能スペクトル（capacity
スペクトル）法である。建築物固有の性能を表している
復元力特性のQ-δ関係のQを

(9)

MQS AQ /=

と変換して結んだ加速度-変形（保有性能）スペクトル
と(6)式の設計スペクトルSA(T)に Fhを乗じた、

)()()( TSDfFhTS AAh ⋅=

による加速度-変形（必要）スペクトルとの交点が真の
応答値である。基準の簡易法によるGS(T)を用いた2種地
盤に対する場合の一例を図-8に示す。これらのスペクト
ルをSA(T) -SD(T)スペクトルと記す。SD(T)は次の関係に
ある。

(10)

22/)()( 





=

T
TSTS AD

π

従って、QSA-δまたSAh(T) -SDh(T)のある点と原点を結ぶ
線の傾きは(2π /T)2 である。
  ここで、上記の眼界耐力計算に基づいて、最大応答値
がある塑性率（損傷）μとなるために建築物が保有すべ
き降伏せん断力Qyを求めてみる。μが与えられているの
で、(7)式によってTeq を、(8)式によってFh を定めれば、
(10)式から復元力特性に相当するQSA- δ上のμδyに対
応する加速度SAh(Teq)が定まる。従って、降伏点に対応す
る加速度QSAy は、

図-9　基準法入力による、
　　　　　　　　　塑性率μに対する降伏せん断力

)1(1
)(

−+
=

µyu

Ah
AyQ r

TeqS
S

降伏せん断力係数Cyは、

M
M

g
S

MgQC AyQ
yy ⋅== /

上記の関係に基づくryu=0 でμ =1,2,4の場合のQSAy と Ty
の関係として、工学的基盤と2種地盤に対する結果を図-
9に示す。ここで、有効質量/全質量は概ね0.8程度なの
で、Cyは図-9に 0.8を乗じた程度の値となる。
　図-9から、下記のことがわかる。
　塑性率が大きくなるほど、必要Cyは小さくなる。その
程度は、短周期でエネルギー一定則、長周期で変位一定
則に近い関係である。（注：完全バイリニア系での弾性と
した場合のせん断力Qeに対する降伏せん断力の比は、エ
ネルギー一定則で　　　　　、変位一定則で　　　とな
る。）
　工学的基盤の場合の結果は2種地盤に対して、周期に
よっては精算GS(T)による場合の増幅率が小さい場合を表
している、また地震動レベルが異なる場合を表している
として見ることもできる。後者として見た場合、同じ塑
性率に対して必要降伏せん断力が地震動レベルに比例す
ることがわかる。

12/1 −µ

（11）
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(b)　保有耐力による損傷度指標
　耐震診断及び耐震改修に関する指針では、構造耐力上
主要な部分の安全性について、倒壊または崩壊する危険
性が低いと判断できる指標として、構造耐震指標Isと保
有水平耐力に係わる指標qが下記を満足するものとされ
ている。

上記のqは保有耐力Quの必要保有耐力Qunに対する比率
（余裕度）と解することができる。これを限界耐力計算に
あてはめると、(9)式が必要保有耐力であるから、係数q
は次式で表せる。

)( eqA

u
TSFhM

Q
q

⋅⋅
=

ここで分母のFhとSA(Teq)は安全限界変形（保有耐力）に
対して算定されるものである（正確には Z がかかる）。
(12)式は、5%応答を表す

（12）

FhM
Q

TS u
eqAu ⋅

=)(

とおけば、次式に書きなおせる。

)(
)(

eqA

eqAu

TS
TS

q = （13）

つまり、SAu(Teq)は復元力上の限界変形点が真の応答値と
なるときの入力地震動レベルを表しており、q は必要耐
力に考慮する地震動レベル（標準レベル）に対する入力
レベル余裕率を表していると考えることができる。
　係数qの意義として、(12)式から分子の保有耐力と分母
の塑性度（靭性）に係わる係数から構成されていること、
(13)式から地震動レベル余裕率に変換できることがわか
る。すなわち、強度指標C×靭性指標Fを基本とし、(3)
式のように地震動レベルに変換できる耐震性能指標Is値
と同じ意義を係数qは有している。これらのことから、保
有耐力と限界耐力計算から得られる係数 q を用いて§ 3
の地震損傷度曲線を評価する場合には、(3)式のIsとして
次式による値を用いるものとする。

qIsq ⋅= 6.0 （14）

５．地震リスク評価の例

　§3.の(2)式および設定した諸係数によって、耐震性
能指標がIs である建築物の地震動入力強さAg と建物の
損傷確率Pdf(Is,Ag)の関係を表す地震損傷度曲線を求める
ことができる。ここでPdfは、小破以上、中破以上、大破
以上または全壊となる損傷確率である。Is=0.6の場合の
入力加速度と損傷確率の例を図-10に示す。
　地震動強さAgを受けたときに予想される損失額（補修
費用）L(Ag)は、Pdf と各破壊モードに対する補修費用Cd
から算定される。すなわち、

 損傷度カーブ
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図-10　地震損傷度曲線の例（Is=0.6の場合）
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図-11　地震損失曲線の例

L(Ag)={ P小破以上 -P中破以上}× C小破
　　　+{ P中破以上 -P大破以上}× C中破
　　　+{ P大破ん以上 -P全壊}× C大破
　　　+　P全壊× C全壊　

AgとL(Ag)の関係が地震損失曲線（ロスカーブ）である。
C小破、C中破、C大破、C全壊の新築費(=C全壊)に対する比率を0.1:
0.2:0.3:1と仮定した場合（平川・神田、1997）に、図-
10の損傷度曲線を用いて求めた50%と 90%信頼水準での
損失曲線の例を図-11 に示す。ここで小破、中破および
大破の修復費用の変動係数は1.0とした。
　上記の損失曲線と地震動年超過確率曲線（ハザード
カーブ）を組み合わせた結果が、損失費用と年超過確率
の関係を表す地震リスク曲線である。年超過確率が1/475
となる損失額は予想最大損失額（PML)と呼ばれる。

６．おわりに

　本報告は、デユーデリジェンス業務に応用することがで
きる、地震損傷度曲線（フラジリティカーブ）の評価と
それと補修費用を組み合わせた地震損失曲線（ロスカー
ブ）の評価例を示したものである。この結果と地震動強
さの年超過確率曲線（ハザードカーブ）を組み合わせれ

（15）

Is≧ 0.6　かつ　q≧1.0
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ば地震リスク曲線を評価できる。これの年超過確率が1/
475となる期待損失額が予想最大損失額（PML)と呼ばれ
る、対象建物の地震リスク指標である。入力地震動強さ
と建物損傷確率の関係を表す損傷度曲線の評価は、兵庫
県南部地震等による被害率と既存建物の耐震性能指標Is
値の統計資料に基づいて行った。この評価方法を用いて
実被害率を推定できることを示した。
　耐震性能が保有耐力と安全限界変形によって表される
新建築基準法の限界耐力計算に基づく場合についても、
設計用応答スペクトルと応答評価法に基づいて損傷度曲
線を求めることができる係数設定方法を示した。
　損失曲線とリスク曲線の評価に用いる損傷モードに対
する補修費用は、実被災建物の補修に要した費用を参考
に、対象建物の構造躯体・仕上げ・設備等の耐震性と再
調達価格に基づいて設定する必要がある。
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